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平成 30 年度税制改正の大綱 

 

平成 29 年 12 月 22 日  
閣 議 決 定  

 

働き方の多様化を踏まえ、様々な形で働く人をあまねく応援する等の観点から個

人所得課税の見直しを行うとともに、デフレ脱却と経済再生に向け、賃上げ・生産

性向上のための税制上の措置及び地域の中小企業の設備投資を促進するための税制

上の措置を講じ、さらに、中小企業の代替わりを促進する事業承継税制の拡充、観

光促進のための税として国際観光旅客税（仮称）の創設等を行う。また、地域社会

を支える地方税財政基盤の構築の観点から、地方消費税の清算基準の抜本的な見直

し等を行う。このほか、国際課税制度の見直し、税務手続の電子化の推進やたばこ

税の見直し等を行う。具体的には、次のとおり税制改正を行うものとする。 

 

一 個人所得課税 

１ 個人所得課税の見直し 

（1）給与所得控除等 

（国税・地方税） 

① 給与所得控除について、次の見直しを行う。 

イ 控除額を一律 10 万円引き下げる。 

ロ 給与所得控除の上限額が適用される給与等の収入金額を 850 万円、その

上限額を 195 万円に引き下げる。 

② 上記①の見直しの結果、給与所得控除額は次のとおりとなる。 

給与等の収入金額 給与所得控除額 

162.5 万円以下 

162.5 万円超 180 万円以下 

180 万円超 360 万円以下 

360 万円超 660 万円以下 

660 万円超 850 万円以下 

850 万円超 

55 万円 

その収入金額×40％－10 万円 

その収入金額×30％＋８万円 

その収入金額×20％＋44 万円 

その収入金額×10％＋110 万円 

195 万円 
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（ロ）国立研究開発法人（法人税法別表第二に掲げる法人に限る。）、公益社

団法人又は公益財団法人に対する贈与等でこれらの法人の理事、監事、

評議員その他これらに準ずるもの（その親族等を含む。）以外の者から

のもののうち、その贈与等に係る財産が一定の手続の下でこれらの法人

の行う研究開発の実施等の業務等に充てるための基金に組み入れられる

もの 

ロ 承認に係る特例の対象資産から株式、新株予約権、特定受益証券発行信

託の受益権及び社債的受益権等（以下「株式等」という。）を除外する措

置を廃止する。ただし、贈与等に係る財産が株式等である場合には、上記

イ（イ）の贈与等の場合を除き、上記の「１月」の期間を「３月」とする。 

② 贈与等に係る財産を公益目的事業の用に直接供した日から２年以内に買い

換える場合であっても、当該財産が上記①イの基金に組み入れる方法により

管理されている等の要件を満たすときは、当該財産の譲渡収入の全部に相当

する金額をもって取得した資産を当該方法により管理する等の一定の要件の

下で非課税措置の継続適用を受けることができることとする。 

③ 地方独立行政法人法の改正に伴い、申請等関係事務を市町村又は市町村の

長その他の執行機関の名において処理する業務を行う地方独立行政法人に対

する財産の贈与等に係る非課税承認の要件について、他の業務を行う地方独

立行政法人と同様の措置を講ずる。 

④ 地方独立行政法人法施行令の改正等を前提に、介護医療院の設置及び管理

の業務を行う地方独立行政法人に対する財産の贈与等に係る非課税承認の要

件について、他の業務を行う地方独立行政法人と同様の措置を講ずる。 

⑤ その他所要の措置を講ずる。 

（2）社会保険診療報酬の所得計算の特例の適用対象となる社会保険診療の範囲に、

介護医療院サービスを加える。 

（3）山林所得に係る森林計画特別控除の適用期限を２年延長する。 

（4）金属鉱業等鉱害防止準備金制度の適用期限を２年延長する。 

（5）中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額を必要経費に算入する特例の適

用期限を２年延長する。 

〈国民健康保険税〉 

― 19 ―

―  ―0123456789

THEFJ
四角形



 

－20－ 

（6）国民健康保険に要する費用に高齢者の医療の確保に関する法律に規定する病

床転換支援金等の納付に要する費用を含めて国民健康保険税を課する特例措置

の適用期限を６年延長する。 

〔廃止・縮減等〕 

（1）国等に対して重要有形民俗文化財を譲渡した場合の譲渡所得の課税の特例は、

適用期限の到来をもって廃止する。 

（2）特定災害防止準備金制度について、準備金の一括取崩し事由に、特定廃棄物

終処分場に係る設置の許可が取り消された場合及び特定廃棄物 終処分場の

廃止の確認を受けた場合を加えた上、その適用期限を２年延長する。 

（3）農業経営基盤強化準備金制度及び農用地等を取得した場合の課税の特例につ

いて、次の見直しを行った上、農業経営基盤強化準備金制度の適用期限を２年

延長する。 

① 対象となる交付金等から経営所得安定対策交付金を除外する。 

② 準備金の取崩し事由に次の場合を加えるとともに、その取崩し金額は次の

場合に応じた次の金額とする。 

イ 認定計画の定めるところにより、農用地等（農用地並びに農業用の機械

装置、器具備品、建物等、構築物及びソフトウエアをいう。）の取得等を

した場合 その農用地等の取得価額相当額 

ロ 農用地等（農用地並びに農業用の機械装置、建物等及び構築物に限る。）

の取得等をした場合（上記イの場合を除く。） その農用地等の取得価額

相当額 

なお、その取崩しによる総収入金額算入額のうち上記ロの金額は、農用地

等を取得した場合の課税の特例において必要経費に算入する金額の計算の基

礎となる農業経営基盤強化準備金の金額の総収入金額算入額の対象としない。 

５ その他 

（国 税） 

（1）生命保険料控除、地震保険料控除及び住宅借入金等を有する場合の所得税額

の特別控除に係る年末調整手続について、次の措置を講ずる。 

① 給与等の支払を受ける者で年末調整の際に生命保険料控除又は地震保険料

控除の適用を受けようとするものは、給与所得者の保険料控除申告書に記載
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（12）国税における諸制度の取扱い等を踏まえ、その他所要の措置を講ずる。 

（13）給与所得に係る特別徴収税額通知（特別徴収義務者用）について、当該通

知に記載すべき事項を電子情報処理組織（eLTAX）を使用する方法又は光ディ

スク等に記録する方法により提供する場合には、マイナンバーの記載を行い、

書面により送付する場合には、当面、マイナンバーの記載を行わないこととす

る。 

（注）上記の改正は、平成 30 年度分以後の個人住民税について適用する。 

〈国民健康保険税〉 

（14）国民健康保険税の基礎課税額に係る課税限度額を 58 万円（現行：54 万円）

に引き上げる。 

（15）国民健康保険税の減額の対象となる所得の基準について、次のとおりとす

る。 

① ５割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において被保険者の数に

乗ずべき金額を 27.5 万円（現行：27 万円）に引き上げる。 

② ２割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において被保険者の数に

乗ずべき金額を 50 万円（現行：49 万円）に引き上げる。 

（16）国民健康保険法施行令の改正に伴い、所要の措置を講ずる。 

 

（備考）森林吸収源対策に係る地方財源の確保 

次期通常国会における森林関連法令の見直しを踏まえ、平成 31 年度税制改正

において、以下を内容とする森林環境税（仮称）及び森林環境譲与税（仮称）を

創設する。 

（1）森林環境税（仮称）の創設 

① 基本的な仕組み 

イ 納税義務者等 

森林環境税（仮称）は、国内に住所を有する個人に対して課する国税と

する。 

ロ 税率 

森林環境税（仮称）の税率は、年額 1,000 円とする。 

ハ 賦課徴収 
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